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 毎月 

開催 

神奈川区の方は TEL 0454916843 神奈川区西神奈川 3-2-17  
鶴見区の方は  TEL 0455045121 鶴見区潮田町 2-120-2 

前神奈川県議会議員 

無料生活・法律相談 

神奈川３区国政対策委員長 前県会議員 

見解を紹介します 

県議会本会議で代表質問

に立つ君嶋県議＝9/14 

コロナ禍で、神奈川県内でも「暑くなるのに子ど

もの着替えも買えない」、「通帳に 48 円しか残って

いない」などの切実な実態が共産党に多く寄せられ、

これまで普通に生活していた人にもじわじわと生

活の困窮が迫っていることが浮き彫りになってい

ます。 

 

資金貸付申請数 ４カ月間で急増 
県には、家計の急変に対応するための融資制度と

して「生活福祉資金貸付制度」があります。コロナ

禍のもと、この制度への申請数が昨年に比べても急

増したことが分かりました。 

同制度の「緊急小口資金」の申請数は、昨年度１

年間で１９７件、「総合支援資金」の申請数は５件

でした。しかし、今年４月から７月までの４カ月間

の申請数は、「緊急小口資金」が３万７７８８件、「総

合支援資金」が１万３７７２件へと急増。両資金の

わずか４カ月の申請数が昨年度１年間と比べて２

５５・２倍にも膨れ上がるという事態になっていま

す。 

この数字からは、まじめに働いていても不測の事

態が起きればただちに生活の底が抜けてしまうと

いう実態が浮かび上がります。 

 
 

県の支援求めるも 国任せの知事 
県議会で９月１４日、共産党の君嶋ちか子議員

（川崎市中原区選出）は、コロナ禍で明らかになっ

た生活基盤のもろさ

に対する県の対応に

ついて質問しました。 

君嶋議員の質問に

対し、知事は、相談体

制を強化すると答弁。

貸付期間の延長や償

還免除（返済の免除）

の対象者の拡大など

については、県として

予算を拡充するとと

もに国にも要望する

と答えました。 

 

 

貸付（融資）だけでは救えない 
一方、君嶋議員は「貸付（融資）ではなく、生活

を保障する給付金制度などの方策を探る必要があ

る」と提案しましたが、知事は「全国一律の制度と

して国が検討すべきもの」だと述べ、国任せの姿勢

に終始しました。 

知事の答弁は、評価できる側面もありますが、返

済を前提とする融資制度だけでは、生活が困窮する

なかでは支援の申請をためらってしまうのが当た

り前ではないでしょうか。 

当座を乗り切るための給付金などは国の対応待

ちにせず、県の積極的な支援の姿勢が求められてい

ます。引き続き住民の実態を突き付け、暮らしにと

ことん寄り添う政治をつくるため、力を尽くします。 

今こそ住民の困窮に寄り添う自治体へ 


